
求人票掲載項目とその掲載方法・項目例（令和元年 8月現在）

Ⅰ．求人者

項　目 掲載方法・具体的な項目の例

1 企業名（登記名） 企業名及びフリガナ記入欄を設ける。

2 呼称 呼称及びフリガナ記入欄を設ける。

3 ＵＲＬ 自由記入欄とする。

4 代表者 役職者、氏名の記入欄を設ける。

5 本社所在地 〒住所、ＴＥＬ、ＦＡＸの記入欄を設ける。

6 書類提出先 〒住所、ＴＥＬ、ＦＡＸ、E-mail の記入欄を設ける。

7 採用担当者 所属部署・役職名、氏名の記入欄を設ける。

8 事業所数

各事業所について数の記入欄を設ける。

（例）　支社・支店・営業所（　　　）ヵ所、

　　　工場（　　　）ヵ所、研究所（　　　）ヵ所、

　　　海外事業所（　　　）ヵ国　　　等

※数ではなく、場所等を記入する自由記入欄としてもよい。

9 従業員に奨励する資格免許

自由記入欄とする。
10 特色

11 経営方針

12 求める人材像

求

人

者

フリガナ フリガナ

企 業 名

（登記名）
呼　　称

Ｕ Ｒ Ｌ

代 表 者 役職名：　　　　　　　　　　　　　　　氏名：

本 社

所 在 地

〒

TEL．　　　　　　　　　　　　　　　　FAX．

書 類

提 出 先

〒

TEL．　　　　　　　　　　　　　　　　FAX．

E － mail：

採 用

担 当 者

所属部署・役職名 氏名

事業所数

支社・支店・営業所（　　　　　　）ヵ所

工　　場（　　）ヵ所　 研究所（　　）ヵ所

海外事業所（　　）ヵ国

従業員に

奨励する

資格免許

特 色

経営方針

求める人材像



Ⅱ．企業概要

項　目 掲載方法・具体的な項目の例

1 設立 年、月の記入欄を設ける。

2 創業 年、月の記入欄を設ける。

3 主業種 自由記入欄及び総務省業種（産業）分類コード記入欄を設ける。

4 従業種 自由記入欄及び総務省業種（産業）分類コード記入欄を設ける。

5 法人形態 自由記入欄とする。

6 上場区分
以下の選択肢を設ける。

（例）1 上場　2 非上場　3（　　）年以内に株式公開予定

7 資本金 自由記入欄とする。

8 株主構成
以下の選択肢を設ける。

（例）1 法人　2 個人　3 従業員持株　4 外国人

9 親会社
自由記入欄とする。

10 連結子会社

11 従業員数
従業員全体の人数とその内の正規従業員数について、男、女、合計の人数記入

欄及び平均年齢記入欄を設ける。

12 定年 年齢記入欄と、定年がない場合の「無」の選択肢を設ける。

13 正規従業員の内 学部卒男・女、大学院卒男・女、本学卒の各項目について、人数記入欄を設ける。

企 業 概 要

設 立 　　　　年　　月 創 業 　　　　年　　月

主 業 種
分類コード

従 業 種

法人形態

上場区分 1 上場　2 非上場　3（　　）年以内に株式公開予定

資 本 金 億　　千　　百万円
株 主

構 成

1 法　人　2 個　人
3 従業員持株　4 外国人

親 会 社

連 結
子 会 社 （他　　　　　社）

従 業

員 数

男　　　　　人 内 、　

正規従

業員数

男　　　　　人（平均　　　歳） 定年

女　　　　　人 女　　　　　人（平均　　　歳）1（　　　）歳
2　　無計　　　　　人 計　　　　　人（平均　　　歳）

正規従業

員 の 内

学 部 卒 男　　　　人

大学院卒男　　　　人

学 部 卒 女　　　　人

大学院卒女　　　　人

本学卒

人



Ⅲ．業績（直近３期の業績と今年度の収益見込）

項　目 掲載方法・具体的な項目の例

1 売上高

直近３期の各決算期及び今年度見込について、売上高、営業利益、経常利益、

税引後利益の金額記入欄を設ける（単位：百万円）。

2 営業利益

3 経常利益

4 税引後利益

5 研究開発費
前年度の金額記入欄を設ける（単位：百万円）。

6 設備投資費

7 自己資本比率

前年度の割合について記入欄を設ける（単位：％）。
8 海外生産比率

9 輸出比率

10 輸入比率

11 売上構成
売上を構成する主な項目（４～５つ程度の自由記入欄）と、その構成比記入欄（単

位：％）を設ける。

業　　　　　　績　　（直近３期の業績と今年度の収益見込）

決算期 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 税引後利益

月
期年

百
万
円

千億兆
百
万
円

千億兆
百
万
円

千億兆
百
万
円

千億

前期連結決算

今年度見込

前 年 度

研 究 開 発 費
百
万
円

設 備 投 資 費
百
万
円

自己資本比率 ・ ％ 海外生産比率 ・ ％

輸 出 比 率 ・ ％ 輸 入 比 率 ・ ％

売

上

構

成

項 目 構 成 比

１．
％

２．
％

３．
％

４．
％

５．その他 ％



Ⅳ．採用条件

項　目 掲載方法・具体的な項目の例

1 学部、学科、大学院、専攻
自由記入欄とする。

2 求人数

3 雇用形態 正規、非正規の選択肢と、非正規の場合の雇用形態記入欄を設ける。

4 採用予定数 学部卒、大学院卒別に人数記入欄を設ける。

5 前年度採用実績数 学部卒男・女、大学院卒男・女別に、人数記入欄を設ける。

6 障がい者採用

各項目の採用計画の有・無について選択肢を設ける。

＊障がい者採用については、「※障害者の雇用促進等に関する法律および

同施行令に従って、明年度の採用計画の有無についてご記入ください。」

等の注釈を加える。

7 外国人留学生採用

8 通年採用

9 九月卒業者採用

10 卒業（既卒）者採用

11 職種 自由記入欄及び総務省職種（職業）分類コード記入欄を設ける。

12 勤務予定地
①自由記入欄もしくは各都道府県、全国、海外等の選択肢を設ける。

②勤務地選択制の有・無について選択肢を設ける。

13 勤務時間

①平日とその他の曜日について、勤務時間記入欄を設ける。

②変形労働時間制の有・無について選択肢を設ける。

③今年度の年間所定労働時間記入欄を設ける（単位：時間）。

④フレックスタイム制度の有・無について選択肢を設ける。

14 休日

①週休形態について、選択肢を設ける。

（例）３日、２．５日、完全２日、隔週２日、１カ月当たりの日数

②休日曜日について、選択肢を設ける。

（例）月、火、水、木、金、土、日、曜日交代制

③年次有給休暇日数を除く年間休日日数について、今年度及び明年度の日

数記入欄を設ける（単位：日）。

④有給休暇日数について、初年度及び繰越日数を除く最高日数の記入欄を

設ける（単位：日）。

⑤特別休暇（慶弔など）の有・無について選択肢を設ける。

15 労働組合

有・無の選択肢を設ける。16 出向制度

17 グループ採用

18 福利厚生・諸制度

①寮社宅等入居について、男・女別に可・否の選択肢を設ける。

②その他、自由記入欄もしくは以下の選択肢を設ける。

（例）01 各種社会保険完備　02 寮・社宅・借上社宅　03 住宅資金融資制度

04 従業員持株制度　05 国内留学制度　06 海外留学制度

07 有給の育児休業制度　08 有給の介護休業制度　09 再雇用制度

10 総合職への転換制度　11 一般職への転換制度　12 その他［　　　］



Ⅴ．会社説明会・採用試験

項　目 掲載方法・具体的な項目の例

1 会社説明会
①日時、会場の記入欄及び随時実施の選択肢を設ける。

②申込方法、申込先記入欄を設ける。

2 採用試験

①応募方法について、文系・理系別に以下の選択肢を設ける。

（例）1 自由応募　2 推薦応募　3 自由・推薦併用

②申込について、自由記入欄もしくは以下の選択肢を設ける。

（例）1 ホームページ、2 電子メール、3 電話、4 その他［　　　］

③提出書類について、以下の選択肢を設ける。

（例）1 エントリーシート　2 履歴書・自己紹介書　3 卒業（修了）見込証明書

　4 学業成績証明書　5 推薦書〔文系〕　6 推薦書〔理系〕　7 その他［　　　］

④試験内容について、以下の選択肢を設ける。

（例）1 書類選考　2 一般常識　3 適性検査　4 小論文・作文　5 専門

6 語学〔筆記〕　7 語学〔オーラル〕　8 語学〔リスニング〕　9 面接

10 グループディスカッション　11 グループワーク　12 その他［　　　］

⑤試験日について、日時、会場の記入欄及び随時実施の選択肢を設ける。

採

用

条

件

学 部

学 科

大 学 院

専 攻

　年度

採 用

予 定 数

　　年度

採 用

実 績 数

障

が

い

者

採

用

外
国
人
留
学
生
採
用

通

年

採

用

九
月
卒
業
者
採
用

卒
業（
既
卒
）
者
採
用学　

部

大
学
院

学　

部

大
学
院

求 人 数
男

1 有

2 無

1 有

2 無

1 有

2 無

1 有

2 無

1 有

2 無雇用形態 正規・非正規（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
女

勤

務

時

間

平　日 　　時　　分～　　時　　分 変形労働

時 間 制

1 有
2 無

労働組合
1 有
2 無

出向制度
1 有
2 無

グループ

採　　用

1 有
2 無

職　種 コード 勤務予定地

（都道府県を記入）（　）曜日 　　時　　分～　　時　　分

　年度年間所定労働時間 （　　　　　　　）時間

福
利
厚
生
・
諸
制
度

寮社宅等入居 男 1 可　2 否 女 1 可　2 否

フ レ ッ ク ス タ イ ム 制 度 1 有　　　　　2 無 01 各種社会保険完備
03 住宅資金融資制度
05 国 内 留 学 制 度
07 有給の育児休業制度
09 再 雇 用 制 度
11 一般職への転換制度

02 寮・社宅・借上住宅
04 従業員持株制度
06 海 外 留 学 制 度
08 有給の介護休業制度
10 総合職への転換制度
12 その他（　　　　）

休
　
　
　
日

週休形態 1 ３日　2 2.5 日　3 完全 2 日　4 隔週２日　5 月（　　）日

休日曜日 1 月　2 火　3 水　4 木　5 金　6 土　7 日　8 曜日交替制

年間休日日数（ 年次有給休暇
日数を除く ） 　年度（　　 ）日　　　　年度（　　 ）日 1 全国　　　　2 海外

有給休暇日数 初年度（　　　　）日・最高（繰越日数除く）（　　　　）日 勤務地選択制
1 有　　　　　　2 無特別休暇（慶弔など） 1 有　　　　　2 無

会
社
説
明
会

日時・場所

1 随時開催

　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分　　～　　　時　　　分　

会場（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分　　～　　　時　　　分　

会場（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

申込方法 1 ホームページ　　　2 電子メール　　　3 電話　　　4 その他（� ）

申 込 先 1 本社　　　2 書類提出先　　　3 その他（� ）

採

用

試

験

方
法

文系 1 自由応募　　2 推薦応募　　3 自由・推薦併用 申

込

1 ホームページ　　　　2 電子メール　　　　3 電話
4 その他（� ）理系 4 自由応募　　5 推薦応募　　6 自由・推薦併用

提出書類

1 エントリーシート　　2 履歴書・自己紹介書　　3 卒業（修了）見込証明書　　4 学業成績証明書　　推薦書〔 5 文系　6 理系〕
7 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

試験内容

1 書類選考　　　2 一般常識　　　3 適性検査　　　4 小論文・作文　　　5 専　門　　　語学〔 6 筆記　7 オーラル　8 リスニング〕
9 面　接　　　　10 グループディスカッション　　　11 グループワーク　　　12 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



Ⅵ．初任給等

項　目 掲載方法・具体的な項目の例

1 基本給

①学部卒（総合職文系・総合職理系・一般職）、大学院卒（総合職文系・

総合職理系）について、営業職手当等を除く現行の所定内月額賃金とし

ての基本給、各種手当、その合計額の記入欄を設ける（単位：円）。

＊固定残業代の扱いについては、「※青少年の雇用の促進等に関する法

律（若者雇用促進法）に従って、基本給の欄には固定残業代等を除外し

た金額をご記入ください。」等の注釈を加える。

②各支給名目のうち、賞与対象項目となるかを確認する（○を付す欄を

設けるなど）。

2 各種手当

3 営業職手当 ①学部卒（総合職文系・総合職理系・一般職）、大学院卒（総合職文系・

総合職理系）について、営業職手当及びその他手当の記入欄を設ける（単

位：円）。4 その他手当

5 賞与等一時金（前年度実績）
採用初年度及び勤続２年目以降について、年間支払い回数（単位：回）、

支給月数（単位：ヵ月）の記入欄を設ける。

6 昇給（前年度実績）
年間昇給回数（単位：回）、昇給の割合（単位：％）、昇給額（単位：円）

の記入欄を設ける。

7 通勤手当
全額支給か月額支給額の上限が設定されているかの選択肢を設ける（後

者の場合の金額記入欄も設ける）。

8
寮・社宅・借り上げ

住宅等入居費（家賃）
月額の金額記入欄を設ける（単位：円）。

9 大学学部卒者モデル年収

30 歳年収の金額記入欄を設ける（単位：万円）。

＊モデルの設定について「※ 30 歳、勤続８年、扶養家族が２人の所定労

働時間内の実在者モデル賃金（年収）とします。実存者がいない場合に

はそれに近い者の賃金から想定してご記入ください。」等の注釈を加える。

10
大学学部卒者の

定年モデル退職金・支給月数

金額（単位：万円）及び支給月数（単位：ヵ月）の記入欄を設ける。

＊「※大卒者正規従業員の現行の退職金。月数換算は退職金基礎額では

なく、基準内賃金に対する月数とします。」等の注釈を加える。

初 任 給（営業職手当等を除く、現行の所定内月額賃金）

賞与対

象項目

に◦

支 給

名 目

学 部 大 学 院（ 修 士 ）

総 合 職
一 般 職

総 合 職

文 系 理 系 文 系 理 系

◦ 基 本 給 円 円 円 円 円

手当

手当

手当

合 計

営 業 職 手 当

手 当

賞 与 等 一 時 金

（ 前 年 度 実 績 ）

採用初年度

年 回（ 　・ ヵ月）

勤続２年目以降

年 回（ 　・ ヵ月）

昇給（前年度実績） 年 回 （ ・ 　 ％ ） 　  　 円

通 勤 手 当 1 全 額 支 給 　 　 　 　 　 　 　 2 月額　 円迄支給

寮・社宅・借り上げ住宅等入居費（家賃） 月額� 円

大 学 学 部 卒 者 モ デ ル 年 収
30 歳年収

万円

大 学 学 部 卒 者 の 定 年

モデル退職金・支給月数

退 職 金 万円

（
大卒者正規従業員の現行の退職金。
月数換算は退職金基礎額ではなく、
基準内賃金に対する月数とします。）支給月数 ・ ヵ月



Ⅶ．若者雇用促進法に基づく「青少年雇用情報の提供」に関する項目

（ア）募集・採用に関する情報

項　目 掲載方法・具体的な項目の例

1 新卒採用者数・離職者数 直近３事業年度の新卒採用者数及び離職者数記入欄を設ける。

2 新卒採用者数（男女別人数） 直近３事業年度の新卒採用者数について男女別人数記入欄を設ける。

3 平均勤続年数 正社員の平均勤続年数記入欄を設ける。

（イ）職業能力の開発・向上に関する状況

項　目 掲載方法・具体的な項目の例

1 研修 有・無の選択肢及び「有」の場合の内容記入欄を設ける。

2 自己啓発支援 有・無の選択肢及び「有」の場合の内容記入欄を設ける。

3 メンター制度の有無 有・無の選択肢を設ける。

4
キャリアコンサルティング

制度
有・無の選択肢及び「有」の場合の内容記入欄を設ける。

5 社内検定等の制度 有・無の選択肢及び「有」の場合の内容記入欄を設ける。

（ウ）企業における雇用管理に関する状況

項　目 掲載方法・具体的な項目の例

1 月平均所定外労働時間 前年度の月平均所定外労働時間記入欄を設ける（単位：時間）。

2 有給休暇の平均取得日数 前年度の有給休暇平均取得日数記入欄を設ける（単位：日）。

3
育児休業取得対象者数・

取得者数（男女別）

前年度の育児休業取得対象者数及び取得者数について、男女別記入欄を

設ける（単位：人）。

4
役員・管理的地位にある

者に占める女性の割合

役員に占める女性の割合及び管理的地位にある者に占める女性の割合

について、それぞれの記入欄を設ける（単位：％）。

＊　「青少年雇用情報の提供」に関する各項目については、各大学の求人票の様式に盛り込むほか、

　　厚生労働省が作成する『青少年雇用情報シート』（次頁参照）を活用し、求めることも可能です。


